
大口町告示第２５号 

 

 大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分）交付要綱を

次のように定める。 

 

  令和８年３月２６日 

 

大 口 町 長  鈴 木 雅 博   



 

 

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分）

交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、令和７年度愛知県保育所等給食費軽減対策支援金（１２月補

正予算分）（令和７年１２月１９日７子支第１９３１号）の規定に基づき、物価

高騰の影響を受けながら利用児童に対して安定的な給食を実施している保育所等

に対し予算の範囲内で交付する大口町保育所等給食費軽減対策支援金（以下「支

援金」という。）について、町費補助金等の予算執行に関する規則（昭和５３年

規則第３号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（支援金の交付対象等） 

第２条 支援金の交付対象、交付要件、対象経費及び基準額は、別表によるものと

する。 

（対象期間） 

第３条 支援金の算定対象期間は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

（令和７年７月１日から令和７年９月３０日を除く。）とする。 

（交付申請） 

第４条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、大口町

保育所等給食費軽減対策支援金交付申請書（様式第１）（以下「申請書」とい

う。）に、必要な書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第５条 町長は、申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めた

ときは、速やかにその旨を大口町保育所等給食費軽減対策支援金交付決定通知書

（様式第２）により、申請者に通知する。 

（変更交付申請等） 

第６条 支援金の交付決定を受けた申請書の内容を変更しようとするときは、申請

者は、速やかに大口町保育所等給食費軽減対策支援金変更承認申請書（様式第

３）（以下「承認申請書」という。）に、必要な書類を添えて町長に提出しなけ
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ればならない。 

２ 町長は、承認申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、速やかにその旨を大口町保育所等給食費軽減対策支援金変更交付決定通知書

（様式第４）により、申請者に通知する。 

（実績報告） 

第７条 申請者は、事業が完了したときは、大口町保育所等給食費軽減対策支援金

実績報告書（様式第５）（以下「実績報告書」という）に、必要な書類を添えて

町長に提出しなければならない。 

２ 前項に定める実績報告書の提出期間は、別に定める。 

（支援金額の確定） 

第８条 町長は、実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認

めたときは、交付すべき支援金額を確定し、速やかにその旨を大口町保育所等給

食費軽減対策支援金交付決定額確定通知書（様式第６）（以下「額確定通知書」

という。）により、申請者に通知する。 

（支援金の交付） 

第９条 町長は、前条の規定による額確定通知書の通知後において、大口町保育所

等給食費軽減対策支援金請求書（様式第７）による、申請者の請求により、支援

金を交付する。 

（支援金の返還） 

第１０条 町長は、申請者が偽りその他不正の手段により交付決定を受けたと認め

られるときは、大口町保育所等給食費軽減対策支援金交付決定取消通知書（様式

第８）により、支援金の交付決定を取り消し、交付した支援金の全部または一部

の返還を求めるものとする。 

（その他必要事項） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 
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別表（第２条関係） 

区分 内容 

１交付対象 保育所、認定こども園（幼稚園型を除く）、家庭的保育事業

所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所に対して、物価

高騰に伴う給食費の保護者負担を支援する事業者 

２交付要件 「１交付対象」に掲げる施設のうち、次の各号のいずれにも

該当する場合。 

(1) 交付申請日時点において、大口町内に所在しているこ

と。 

(2) 支援金の対象期間の始期以降、施設を利用する児童に対

して、給食を継続して実施していること。 

(3) 支援金の対象期間において、物価高騰による給食費の影

響分を保護者から徴収していないこと。 

３対象経費 物価高騰に伴う給食費の事業者負担分 

４基準額 令和７年度上半期分については、給食実施延児童数に１食１

００円を乗じて得た額とする。 

また、令和７年度下半期分については、給食実施延児童数に

１食１７０円を乗じて得た額とする。 
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大口町長　　　　　　様

（ ① 人 円 ＋ ② 人 円 ）

支援金の対象期間の始期以降、施設を利用する児童に対して、給食を継続して実施している。

この支援金の収入及び支出等に係る証拠書類を５年間適切に整備保管する。

以上の要件及び申請書の内容に相違ない。

支援金の対象期間において、物価高騰による給食費の影響分を保護者から徴収していない

【申立事項】

区　　　分（上半期）

対象期間中における
給食実施延児童数

交付申請日時点において、大口町内に所在する保育所、認定こども園（幼稚園型を除く）、家庭的保育事業所、小規
模保育事業所、事業所内保育事業所である。

担　当　者

氏　　名

4月 5月 6月

×＠100 ×＠170

計①

交付申請額 　　　　　　　　　円

様式第１（第４条関係）

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分）交付申請書

法人所在地

代表者職名 氏 　名

日年 月

申　請　者

電話番号

　次のとおり申請します。

所 在 地

名    称
対象施設

メールアドレス

12月 1月 2月 3月 計②区　　　分（下半期）

対象期間中における
給食実施延児童数

10月 11月
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様式第２（第５条関係） 

第   号 

年  月  日 

 

          様 

 

大口町長       印   

 

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分） 

交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました標記支援金について、下記のとお

り交付決定したので通知します。 

 

記 

 

  １ 支援金額                 円 
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大口町長　　　　　　様

（ ① 人 円 ＋ ② 人 円 ）

支援金の対象期間の始期以降、施設を利用する児童に対して、給食を継続して実施している。

この支援金の収入及び支出等に係る証拠書類を５年間適切に整備保管する。

以上の要件及び申請書の内容に相違ない。

　　　　　　　　　円

変更交付申請額

当初交付決定額

差　　引　　額

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分）変更承認申請書

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

対象施設
所 在 地

名    称

代表者職名

対象期間中における
給食実施延児童数

区　　　分（上半期） 4月 5月 6月 計①

　次のとおり申請します。

申　請　者

法人所在地

担　当　者

氏　　名

電話番号

メールアドレス

氏 　名

月 日

様式第３（第６条関係）

年

区　　　分（下半期） 10月 11月 12月 1月

×＠100 ×＠170

支援金の対象期間において、物価高騰による給食費の影響分を保護者から徴収していない

対象期間中における
給食実施延児童数

交付申請日時点において、大口町内に所在する保育所、認定こども園（幼稚園型を除く）、家庭的保育事業所、小規模
保育事業所、事業所内保育事業所である。

【申立事項】

2月 3月 計②
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様式第４（第６条関係） 

第   号 

年  月  日 

 

          様 

 

大口町長       印   

 

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分） 

変更交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました標記支援金の変更について、下記

のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

  １ 決定内容 

     変更承認申請額                 円 

 

     既交付決定額                  円 

 

     追加（減額）支援金額              円 

  

- 7 -



大口町長　　　　　　様

（ ① 人 円 ＋ ② 人 円 ）

支援金の対象期間の始期以降、施設を利用する児童に対して、給食を継続して実施している。

この支援金の収入及び支出等に係る証拠書類を５年間適切に整備保管する。

以上の要件及び申請書の内容に相違ない。

支援金の対象期間において、物価高騰による給食費の影響分を保護者から徴収していない

実 績 報 告 額

既 交 付 決 定 額

差 引 額

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分）実績報告書

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

対象施設
所 在 地

名    称

代表者職名 氏 　名

【申立事項】

交付申請日時点において、大口町内に所在する保育所、認定こども園（幼稚園型を除く）、家庭的保育事業所、小規模
保育事業所、事業所内保育事業所である。

　　　　　　　　　円

区　　　分（上半期） 4月 5月 6月 計①

対象期間中における
給食実施延児童数

対象期間中における
給食実施延児童数

区　　　分（下半期） 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計②

様式第５（第７条関係）

年 月 日

　次のとおり報告します。

申　請　者

法人所在地

担　当　者

氏　　名

電話番号

メールアドレス

×＠100 ×＠170
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様式第６（第８条関係） 

第   号 

年  月  日 

 

          様 

 

大口町長       印   

 

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分） 

額確定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました標記支援金について、下記のとお

り確定したので通知します。 

 

記 

 

  １ 支援金額                 円 
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大口町長　　　　　　様

1

2

請求します。

請 求 金 額 　　　　　　　　　　円

振 込 先

年　　月　　日　　第　　号で確定のあった標記支援金について、次のとおり

担　当　者

氏　　名

電話番号

メールアドレス

対象施設
所 在 地

名    称

請　求　者

法人所在地

代表者職名 氏 　名

様式第７（第９条関係）

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分）請求書

年 月 日
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様式第８（第１０条関係） 

第   号 

年  月  日 

 

         様 

 

大口町保育所等給食費軽減対策支援金（令和７年度３月補正予算分） 

交付決定取消通知書 

 

大口町長       印   

 

     年  月  日付け  第   号により通知しました標記支援金交付決

定について、下記の理由により取消しすることといたしましたので通知します。 

 

記 

 

  １ 既交付決定額                 円 

 

  ２ 取消理由 

 

  ３ 返還額                    円 

 

  ４ その他 
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